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被災時情報共有のための省データ表現法の提案と評価
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これまで，筆者らは. 避難所で収集された被災情報を，避難所に設置する無線端末装置内の小型マイコンに蓄
積し，全避難所で自律的に交換・共有する被災情報提供システムを提案してきた. データ容量制限のある小型マ
イコンに多くの被災情報を蓄積し，かつ，それらの情報老比較的低速な無線回線でもスムーズに伝送するために
は，被災情報をコンパクトに変換するための手法を考案する必要がある. そとで，本論文では，被災情報をコン
パクトに変換するためのデータフォーマットと変換アルゴリズムを提案する. との手法は，実際に被災情報を用
いて評価し，人口 20万人規模の都市の避難所聞において. 小型マイコンに蓄積された被災情報を交換・共有する
ことは十分可能であることを確認した.
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W e  have proposed the shared dis笛 ter information service system for exchanging automatic disaster in-
formation 出 nong all the shelters. However， it is n回白sary to accumulate many dis部 ter information in ぬe
microcomputer which has restriction in data volume. Moreover， the disaster information must be smoothly 
transmitted in a  comparatively low sp偲 d wireless network. In this paper， we propose the data format and 
∞nversion algorithm for changing dis鎚 ter information compact1y. Our proposal w 邸 verified using dis邸 ter
information. It was shown that it is possible enough for our verification to exchange and share the disaster 
information accumulated in the microcomputer in the city with about 200，000 population. 

1  はじめに
過去の大規模な風水害や地震などの自然災害の経験か

ら11l，災害発生時の被災者支援活動の際に必要かつ重要
な情報として，被災地域住民の安否情報を含む被災情報
( 建物の崩犠情報やライフライン被災情報等) がある. こ
れらの情報は，災害対策本部や自治体の消防機関におけ
る救助活動を必要とする地域の特定や救援物資の準備の
ための有益な情報となる.
とのような背景から，災害発生後に被災情報を収集・

提供することを目的としたコンピュータシステムは既に
幾つか存在する [2][3]. しかしながら，とれらは，被災地域
から遠隔地ヘ向けた情報発信に主眼をおいたシステムで
あるため，避難者が多く滞在している避難所間での情報
共有が難しいこと，電話回線や衛星回線のような既設回
線が物理的切断や多数の呼の集中により実質的に機能し
ないことが多いととがよく報告されている[4] 他にも，自
治体の災害対策本部と各戸を独自の無線ネットワークで

結び，双方向のコミュニケーションを実現するシステム
も存在する [5]が，自律的に情報共有をするものではない
ため. 災害直後の自治体と住民との関係が 1対多である
ことによる対応の難しさや，制御装置を常設しておくこ
とによる災害時に被害を受ける可能性があることは否め
ない. さらに，災害対策本部が救助活動優先により人員
不足となることなどから， ζれらの情報が災害対策本部
だけではなく. 自治体の消防機関にも伝達されるのが遅
れ. 情報空白期間および情報空白地域( ある避難所との
情報交換ができない〉が生じる恐れはよく指摘されてい
る. 情報空白期間の解消のために住民が詳細な被災情報
を収集する試みもあるが，不正確な情報である場合が多
く，逆に，災害対策本部で情報整理する手聞が増えると
いう問題点も指摘されている.
そのため，災害発生直後に，住民が避難所に持寄った

詳細な被災情報の信頼性をできる限り高め，災害対策本
部や消防本部，そして，全避難所においてこれらの被災
情報を相互補完するために，迅速に情報交換し，共有出
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来るシステムが必要となる
これに対して，筆者らが提案してきたシステム[6，7，8[

は. 利用者は公民館や公会堂などの避難所にアンテナを
立て，バッテリーや発動式発電機を起動して小型マイコ
ンを錨載した無線端末装位に電源老供給するだけで無線
回線の設定や被災情報の交換 ・共有を自動的に行い. 情
報の重ね合わせをし，災害対策本部における被災情報の
早期犯握を実現するシステムであるため，先に述べた既
存システムのような問題は生じない なお，無線端末装
置は，自治体が開設する主たる避難所に偉くため単価が
安いこと，役所職員が簡単設置できるように小型軽琵で
あることが望ましいため，小型マイコンを用いている
本研究では，被災者の安否仙r報者含む被災情報を各避

難所に設置する無線端末装置内の小型マイコンに蓄積し，
交換・共有する そのため，小型マイコンに多くの被災情
報を蓄積することが必要となるためには p 小型マイコン
の記憶容量の影響を受けることになる さらに，避難所
間で被災情報を交換し共有するための方式在策定してい
るが[9[ . 全避難所において被災情報の交換を終え，共有
が完了するまでに要する時間が，避難所数，避難者の数，
避難速度等により彩轡を受けることが分かつている こ
れらの彫響対策のために，入力された被災情報データを
コンパクトに変換するための方法を検討し，被災時に設
置する様な比較的低速な無線回線でもスムーズな情報伝
達が可能となることで，減災に役立つシステム開発を目
指す
具体的には，本論文は以下の構成になっている まず，

2撃では. 筆者らが提案する被災情報提供システムと被災
情報共有化の役割について述べる 次に. 3  f . iでは，被災
情報を安否情報に限定し，そのデータフォーマットを考
案しー評価する. 4 1:置では. 3 誌で考案したデータフォ
マトに従って入力した安否情報を 小型システムに蓄積
する際にコンパクト化するための変換手法を提案し，評
価する 5章では，被災情報を安否情報だけではなく，避
難所周辺のライフライン状況も含めた場合の本システム
の活用方法を述べる 最後に 6 章では，結論と今後の課
題について述べるー

2  災害時における被災情報共有化の役割
2.1 被災情報提供システムの特徴
m者らが提案する被災情報提供システムは. 次の 3つ

の特徴を持つ

(1) 災告発生後に無線 L A N を用いた避難所間ネットワ
クを梢築[6[

(2) 被災情報の自律的な提供 ・共有
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図 1: 1n¥線端末装置の構成図

"  
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(3) GlS(Geographic Jnformation  System) による被災情
報の視党的な表示但l

特徴 (1) により，常設の公衆回線のような災害発生時
の物型的障害や靭鞍に彫習を受けないネットワ- 7を実
現することができる
特徴 (2) により，避難所で入力された被災情報を務積

し，かつ，隣接した避難所と自律的に提供・共布する機
能を持つ小型マイコンを無線端末装置に搭載することで，
全避難所および災害対策本部で被災情報の相互補完のた
めの共有化が実現できる さらに，情報が分散しているた
めデータ封i持が頑健なシステム老実現するととができるー

情報把握を容易にし，次計画への行動をスムーズに実施
するための支援を行う ことができる

2.2  提供 ・共有化の仕組み
本論文では，特に 2.1で述べた特徴 (2)に着目する こ

の機能説明を，遊熊所に設置する無線虫端末装置を用いて
述べる この無線端末装置の構成図を図 1 に示す
乙の装置は，災害発生後に避難所にアンテナと共に設

置する この装置Iにはー隣接した避難所聞で通信するた
めの無線ルータと，避難所内に設恒した被災情報の入力
用ノート P C や P D A などの端末と通信するための無線
L A N アダプタの 2 税類の無線 L A N システムが搭載され
ている これらの無線 L A N システムと小型マイコンを搭
載した無線端末装置を用いることで，避難所で収集され
た被災情報は，無線ルータにより隣接した無線端末装置
と通信し，自律的に情報を交換して，小型マイコンに蓄
積される したがって，各避難所地域で収集された被災
情報を，全避難所で把握する E とができる
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2.3 省データ表現の重要性
近年の防災分野において1101111l，災害対応期に要求さ

れる情報システムでは，被害の有無や規模の特定. 必要
な対応の決定など，短時間で膨大な置や種類の情報を収
集，分析，管理のために情報を提供・共有しなければなら
ない.
本論文では，との時期に活用できるシステムを提案し

ており，特に，被災地の住民により収集された安否情報
や避難所周辺の被災情報は，全避難所で交換し. 災害対
策本部を含む全避難所で共有する特徴を持つ.
この特徴を持つことにより. 本システムで重要視して

いる点を以下に示す.
(A) 被災情報の信頼性を高めるための省データ表現
(B) 小型な無線端末装置実現のための省データ表現
(C) 収集した被災情報の共有化管理

(A)被災情報の信頼性を高めるための省データ表現:
本システムの入力データとして，住民が避難所に持寄っ
た詳細な被災情報を扱う場合には，災害対策本部におい
て，すぐに活用できる情報であることが望ましい. そこ
で，収集された被災情報は土地勘のある自治会長等が整
理し，不良な情報を省くことで( 省データ表現) ，被災情
報の信頼を高める. その後，これらのデータを避難所に
配置された役所職員がシステムヘ入力する.
(B)小型な無線端末装置実現のための省データ表現:

本システムでは，各避難所に無線端末装置を設置するた
め，小さな自治体で導入するには単価が安いこと，被災
後に電源確保が難しい状況下で設置するため，小型で消
費電力が少ないことが望ましいととから，小型マイコン
を採用した. 全避難所から入力された被災情報を省デー
タ表現することで，小型マイコンでも大量の被災情報を
蓄積することができる.
(C)収集した被災情報の共有化管理: 各避難所で入力

された被災情報は，災害対策本部も含めて相互補完する
ために. 迅速に情報交換し，共有出来るシステム老実現す
る. 他の理由として，親局のトラブルや経路がーケ所しか
ない場合にも対応できるように，障害に対する耐久性が
高いシステム運用を目指すため，同一情報を分散管理す
ることにより，データ維持が頑強なシステムを実現する.

3  被災情報データのコンパクト化のためのデー
タフォーマット
避難所において入力された被災情報データは，無線端

末装置に搭載されている小型マイコンヘ蓄積される. 提案
システムで用いる小型マイコンのデータ容量は 2Mbytes
しかない. したがって，被災情報データをコンパクトに
変換するための方法を考案し，評価した

3.1 小型マイコンの仕様
小型マイコンのモデルとして. 目立フラッシュマイコ

ン H8/3069F (以下 H8 と呼ぶ，日立製作所製) を用い
る(12) マイコンの主な性能は， CPU20MHz，フラッシュ
ROM512Kbytes， RAM16jbytesであり， 5V単一電源で
ある. また， H8には個々に IP アドレスを付与するとと
ができるため， TCP/IPでLAN接続が可能である. さら
に，メールサーバ， Webサーバになるととが可能であり，
ネットワークを利用した情報提供も簡単に行える. 0 8は
マルチタスク 0 8である ME8(Micro Embedded 8ystem) 
を用いた.

3.2 被災情報データの項目
被災情報データは，被災者が避難所にある PCからそ

のデータ老入力する. 本論文で扱う被災情報データは. 災
害対応時の初期段階で最も重要な被災者の安否情報に限
定する. この安否情報は，住民基本台帳ネットワークシ
ステム(13)に基づき，氏名，性別，住所，そして生年月日
の 4つの住民基本情報とした. なお，現在，避難所にお
いて，自治体の避難所配置職員が現地対策本部ヘ伝える
情報は，自治体によって若干異なるが，乙の 4 つの基本
情報の他に，入所日時，退所日時が含まれる程度である.
本論文では. 取り扱う被災情報は，安否情報の 4 情報の
みとする.

3.3 被災情報データフォーマット
以下に安否情報のデータ項目の入力事例を示す.
. 被災者氏名: 竹田里絵子
・被災者性別: 女性
・被災者住所: 山口県山口市大字大島山中 1 2 3 - 4
大島山中山荘 2 0 2号室
・被災者生年月日: 昭和 5 5年 1 1月 0 5 日

この入力事例の全項目を全角文字で入力した場合，全
角 1文字 16bitsで算出した安否情報のデータ容量を以下
に示す.

5文字 x 16bits(氏名) + 2文字 x 16bits(性別)
+ 2 8文字 x 16bits(住所) +  11文字 x 16bits(生年月日)
=  736bits 

この入力形式で，小型マイコンに被災者の安否情報を
蓄積すると，データ盤が膨大になることが容易に想像で
きる. したがって，入力データ蛋をコンパクトに変換する
ためのフォーマットを考案した. ここで，着目する点は，
(a)全角文字の場合，半角英数字ヘ変更， (b) 分類コード
化できる場合，半角数字で表示ヘ変更，である.
(a)(b) に着目 L，本節の入力事例で取上げた被災情報

の入力形式とデータ量 (bits) を表 1に示す. 表 1 より，
(a)(b) に着目したデータフォーマットの方がデータ量が
少ないことが分かった.
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表 1: 被災情報の入力形式とデータ量

Ittll名 入力形式 データ データ:.t
(bi旬)

氏名 全角文字 竹田里絵子 80 
半角カタカナ タケダリエコ 48 
半角英数 τ'akedarieko 96 

性別 全角文字 女性 32 
半角英数 2  8  

住所 全角文字 山口県山口市大字
大島山中 1 2 3 - 4 448 
大島山中山荘 2 0 2号室

半角英数 7530831 96 
123-4  

生年月日 全角文字 昭和 5 5年 1 1月5 日 160 
半角英数 1980 11 05 64 
半角英数 281105 48 

3ふ 1 被災者氏名
表 1 より被災者氏名は，半角カタカナのデータ量が最

も少ない. しかし，マイコン用プログラム開発エディタ
で，半角カタカナの文字が使用できなかったため. 半角
英数字を使用することにした.

3.3.2 被災者性別
被災者性別は，男性と女性の 2種類である. ここでは，

男性を 1. 女性老 2に分類コード化し，半角英数字 1文字
を使用するととにした.

3.3.3 被災者住所
被災者住所は，都道府県名から番地までの全データを

扱うと，データ量が非常に膨大となる. コンパクトに変
換するために，郵便番号と番地に着目する. 郵便番号は，
住所を簡素化した番号であり，半角数字 7文字で都道府
県名と市町村名を表現することができる. したがって，都
道府県名から番地までの住所は，半角数字の郵便番号と
番地を使用することにした.
他に，住居タイプがマンシヨンやアパートの場合には，

住所の中に，建物名や部屋番号が含まれ. データ置が膨
大になる場合が多い. まず，建物名は，その建物固有に割
り当てられている番地により，特定可能なため，番地を使
用するととにした. 次に，部屋番号は，建物名が特定でき
れば， 4 つの基本情報のうち他の情報( 氏名，性別，生年
月日) から個人を特定可能なため，省略することができ
る. したがって，被災者住所は，乙れらの変換方法に従っ
て，郵便番号と番地を半角数字で使用するととにした.

3.3.4 被災者生年月日
被災者生年月日は，昭和 5 5年のような和暦ι1 9 8 0

年のような西暦を比較すると，西暦の方がデータ量が小

さくなる. さらに，西暦よりも年齢の方がデータ盈が小
さくなる. ここで，生年月日の西暦は，災害が起とった西
暦と入力した年齢を減算すれば，容易に得られる. した
がって，被災者生年月日は，年齢と生まれた月日を半角
数字で使用することにした.

3.4 コンパクト化のためのデータフォーマットの評価
3.3 で定めたデータフォーマットに従って，事例入力

項目の全データ量 (bits) の計算式を以下に示す.
96bits(氏名) +  8bits(性BIJ) +  96bits(住所)

+48bits(生年月日) =  248bits 

この結果より，考案したデータフォーマットの適用の
有無によりデータ量を比較すると. 一名当たり約 3分の
l のデータ量となり. コンパクトに変換できたことが分
かった.

4  被災情報データのコンパク卜化のための変
換手法
図 2は，被災情報データ老コンパクトに変換し，小型

マイコンヘ蓄積する涜れを示している. 本章は，安否情
報を 3 章で定めたデータフォーマットに従って避難所の、
P Cヘ入力し，小型マイコンヘ蓄積する前に，さらにコン
パクト化するための変換手法とその評価につ. いて述べる.

4.1 変換手法
表2に，考案した変換手法を用いた際の結果データを示

す. 本変換手法では，入力された被災情報データを ASCII
コードとして扱う. 表 2の結果 1は. ASCIIコード変換
した結果である. 結果 2 は，本変換手法を適応した結果
である.
本変換手法では，次の点に注目する. ASCIIは7 ピッ
トコードである. つまり，情報を表すのに 7桁の 2進数で
表すことができる. さて，数字の 1の場合. ASCII コー
ド化すると 31 となるため 2進数で表すと 14bits必要とな
る. しかし， ASCIIコード化せずに 7桁の 2進数で表せ
ば 7bitsですむ. 乙とで，数字が 2桁以上の場合は， 1桁
ずつ 2進数で表せば 14bits必要であるが， 2桁を一度に 2
進数で表せば 7bitsで表現できる. さらにコンパクト化を
目指すため，半角数字の場合，数字 2 桁分を 7 桁の 2進
数で表すととにした.
以上の乙とから. 入力データが氏名の場合は ASCIIコー
ド変換. 入力データが性別，住所，生年月日の場合は 7桁
2 進数ヘ変換することとした.

4.2 変換手法の静価
安否情報の項目別に. 考案した変換手法を適用したデー

タ置を算出し，小型マイコンヘ蓄積できる人数を調査す
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図 2 被災情報の変段 ・蓄積の涜れ

表 2 変換手法を適応した結果データ

削 11名 入力データ ，t'i見H 創出 2
(bi回)

氏名 Tak吋 arieko 7451686564617 結m lと同じ
279656s6F 

性別 2  32 02 
住所 753083l 37353330383331 07530831 

123 313233 0123 
4  34 04 

生年月日 28 3238  28 
11 3131 II 
05 3035 05 

るζ とによって，どの程度の被災地エリアをカバーでき
るかを評価する.

4.2.1 被災者氏名
名前は可変長であるため，評価朋の氏名データ岳は次

のように算出した
まず. (1) 名字上位 10日位[14[より名字の平均文字数を

算出する この値を名字データ訟とする 次に. (2)生ま
れ年別名前ランキンクr {15]より，過去何年の年代別 l位
の平均文字数を算出する この値を名前データ:L1とする
鼠後に. (3)(1)と (2)を加算した備を被災者氏名データ鼠
とみなすなお，特に長い氏名や短い氏名に関しては，相
対数が非常に小さいため，ほとんど影響を受けないためι

考慮していない
上記の方法に基づき，算出した一人当たりの被災者氏

名のデータ量は 49bits となる

4.2.2 被災者性別
性別は，半角数字 1文字( 男性 1. 女性: 2) の回定

長である 本変換手法を用いれば，被災者性別のデータ
量は 7bi胞となる

表 3 二基地局聞におけるスループット測定結果

実験区間 !  buffcr :window bandwidth 
(bytes)  :(kbytes) (b出jsec)

大歳小学校 736 :  8  7327.7 
↓ 736 :  64 20238.3 

山口大学 1472 :8 17935.3 
1472 :64 30406.7 

4 .2.3 被災者住所
本論文では，被災者住所は，郵便番号と需地で表して

いる 郵便番号は 7 桁で固定長であるため，データ母は
28bitsである 一方，番地は可変長であるが，おおよそ
6 桁であるとしたため，データfdは 21bits となる した
がって，被災者住所のデータ盆は. 49bits となる

4.2 .4 被災者生年月日
本論文では，被災者生年月日は，年齢と生まれた月日

で表している 年齢は. 99歳までなら 7bits. 10日歳以上
は 14mts で表現する しかし. 100歳以上よりも 100歳
以下の方が圧倒的に多いため，年申告のデータ訟は 7b:山と
する 一方，生まれた月日はともに半角数字 2桁で表現で
きることから，それぞれのデータi立は。7b出づつである
したがって被災者生年月日データ母は. 21bits となる

4.2.5 1名分の平均計算
本変換手法を用いてコンパクトに変換した 1名分の安

否情報のデータ益は (4.2.1から 4 .2 .4 のデータ量を加算).
126bi胞であった 使用する小型マイコンのデータ容岱が
2 M b y胞sであることから，約 13万 3千人分の被災者の安
否情報を小型マイコンに蓄積可能であるといえる.
山口県山口市民の人口は，約 20万人であるため， ζの

都市の人数をカバーするためには. C F メモリスロットが
付いている小型マイコンを用い. 1M byt田の C F メモリ
を箔載すれば， 山口市民の人数をカバーするだけの被災
者安否情報を小型マイコンに蓄積すると とが可能となる
ことが分かつた

4.3 提案システムへの適応に関する評価結果
筆者らは，これまでに提案システムの無線端末装置内

で使用廿る無線ルータ[161を用い，実際に山口市内で無線
ネッ トワーク構築の LA N フィール ド実験を行っている
具体的には，避難所 2か所〔大歳小学校・山口大学問) に
おいて. iperti171を用いたスループット ( T CP 通信の帯域
幅) d¥IJ定を行った
パケットの bu町erサイズを 2 種類 (736，1472by色白).

Windowsサイズを 2種類 (8，64K by同s) として，避難所
間における T C P通信羽目減幅のスループッ ト測定を行った
その結果を表 3示す
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表より，最もスループットが小さい (7327.7bit田 !sec)， 
この値を用いて一定時間( ととでは 605配) に何人分の
データを送信するととができるか算出した( 1人分のデー
タ量は 126bits であるととを用いる) .  

との計算により分聞に約 3400名分のデータ送信が
可能であるととが分かつた. 山口市中心部の避難所のう
ち最大収容可能人数は 1000人である. 1分聞に 3400名
分のデータ送信可能であるため， 1000人分の安否情報を
一括送信しでも，十分通信可能である.
したがって，本論文で提案した入力データフォーマッ

トと変換手法を用いてコンパクト化されたデータを用い
れば，無線 L A Nネットワークによって避難所間での安否
情報を交換・共有することは可能であるといえる.

5  ライフライン被害情報伝達への活用
電気，水道，ガス，道路等のライフライン被害は，住

民生活に大きな影響を及ぼすだけではなく，災害復旧活
動や救助活動にも影響を与える. ライフライン被害の中
でも. 特に電気は，電話，テレビ，マンションの給水ポン
プなど他のライフラインヘ与える影響が大きいため，特
に復旧が急がれる. ここでは，電気に着目して本システ
ムの活用老考える.
電力会社は，電柱被害に関しては，その被害箇所を特

定することができるシステムを保有しており，災害後す
ぐに，復旧対応を行うととができる. しかし，各家への引
き込み線の断線等へは対応していないため，早期復旧の
ためには. 被災地の住民からの被災情報を収集すること
が重要である. 提案システムは，既設の電源に頼らない
設計であるため，電気の供給障害の影響を受けずに，動
作するととができる. これらの避難所で収集された被害
情報は，本システムを用いて災害対策本部と共有し，災
害対策本部を通じて，電力会社に迅速に伝えられる.
通常. 災害対策本部は，住民に対して，電話，テレビ，

屋外に設置された同報無線から災害情報を伝達するが，電
気の供給障害があると利用できない. その際にも，提案
システムを用いれば，双方向通信が可能であるため，災
害対策本部からの情報を全避難所に交換・共有するとと
で，避難所にいる住民ヘ伝達することが可能となる.

6  おわりに
本論文では，データ容量に制約のある小型マイコン聞

に安否情報を含む被災情報を入力し. そのデータを被災
後に設置する無線ネットワークを介して複数の小型マイ
コン聞で交換・共有するためにコンパクトに変換するデー
タフォーマットと変換手法を考案し，評価を行った. そし

て，避難所間無線ネットワークのフィールド実験で計測
されたスループットを基に， 1分聞に 1避難所の鼠大収容
者人数分のデータを送付可能であることについても評価
し，十分機能するととを示すことができた.
評価結果により. 安否情報のみであれば， 3MByt笛の

データ容量老持つ小型マイコンを用意すれば，約 20万人
規模の被災エリア老カバーすることができることが分かつ
た. さらに，避難所周辺のライフライン情報も含めてい
くために，さらなる被災情報データをコンパクトに変換
する手法を検討する必要があると考えている. 本変換手
法は実装済みであり，今後. 開発中の提案システムの交
換・共有機能の一部として組込み，実利用化に向けてさ
らに評価する予定である.
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